
確定申告
準備はお早めに！

①
営
業
、
不
動
産
所
得
な
ど
が
あ

る
人
で
所
得
税
額
が
生
じ
る
人

②
年
末
調
整
を
し
て
い
な
い
、
ま

た
は
内
容
を
変
更
す
る
な
ど
所
得

税
の
精
算
が
必
要
な
人

③
年
末
調
整
済
み
で
、
他
に
20
万

円
を
超
え
る
所
得
が
あ
る
人
な
ど

※
税
制
改
正
で
公
的
年
金
な
ど
の

収
入
金
額
が
４
０
０
万
円
以
下
で

そ
れ
以
外
の
各
種
所
得
金
額
が

20
万
円
以
下
の
場
合
は
、
所
得
税

の
確
定
申
告
は
不
要
と
な
り
ま
し

た
が
、
所
得
控
除
（
扶
養
控
除
や

医
療
費
控
除
な
ど
）
を
追
加
す
る

場
合
は
、
住
民
税
の
申
告
が
必
要

と
な
り
ま
す
の
で
注
意
し
て
く
だ

さ
い
。

■
国
民
健
康
保
険
加
入
者

　
世
帯
の
総
所
得
が
一
定
額
以
下

の
と
き
、
国
民
健
康
保
険
税
が
軽

減
さ
れ
ま
す
。
平
成
30
年
分
の
収

入
が
な
か
っ
た
人
、
非
課
税
収
入

（
遺
族
年
金
、
障
害
年
金
な
ど
）

だ
け
で
あ
っ
た
人
は
、
住
民
税
の

申
告
を
し
な
い
と
国
民
健
康
保
険

税
が
軽
減
と
な
り
ま
せ
ん
の
で
、

忘
れ
ず
に
申
告
し
ま
し
ょ
う
。

■
共
　
通
収
入
が
わ
か
る
も
の
、

給
与
・
年
金
の
人
は
源
泉
徴
収
票

の
原
本
（
コ
ピ
ー
不
可
）、
印
鑑
、

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
な
ど
の
本

人
確
認
書
類

※
還
付
申
告
の
場
合
は
、
申
告
者

名
義
の
預
貯
金
口
座
が
わ
か
る
も

の
（
通
帳
な
ど
）

※
必
ず
印
鑑
を
持
参
し
て
く
だ
さ

い
。

■
各
種
所
得
控
除

・
社
会
保
険
料
控
除
　
健
康
保

険
、
任
意
継
続
、
国
民
年
金
、
介

護
保
険
な
ど
の
領
収
書
や
証
明
書

・
生
命
、
地
震
保
険
料
控
除
　
生

命
保
険
、
地
震
保
険
控
除
証
明
書

・
障
害
者
控
除
　
障
害
者
手
帳
な

ど・
配
偶
者
特
別
控
除
　
配
偶
者
の

収
入
が
わ
か
る
も
の

・
医
療
費
控
除
　
医
療
費
控
除
対

象
分
の
利
用
料
領
収
証
か
ら
受
診

者
別
、
病
院
・
薬
局
ご
と
に
集
計

し
作
成
し
た
、
医
療
費
の
明
細
書

を
持
参
し
て
く
だ
さ
い
。

■問合せ 税務財政課税務グループ（☎ 74-3003）
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確
定
申
告
が
必
要
な
人

医
療
費
控
除
に
つ
い
て

申
告
に
持
参
す
る
も
の

セ
ル
フ
メ
デ
ィ
ケ
ー
シ
ョ
ン

税
制
に
つ
い
て

　
前
年
中
に
、
自
己
ま
た
は
生
計

を
一
に
す
る
親
族
の
医
療
費
を
支

払
っ
た
場
合
、
そ
の
合
計
額
が

10
万
円
か
総
所
得
金
額
な
ど
の

５
％
の
い
ず
れ
か
低
い
額
を
超
え

た
額
が
「
医
療
費
控
除
額
」
と
な

り
ま
す
。

　
保
険
金
や
高
額
療
養
費
な
ど
で

補
て
ん
さ
れ
た
金
額
は
、
支
払
っ

た
医
療
費
か
ら
除
き
ま
す
。

　
医
療
費
控
除
は
所
得
控
除
の
ひ

と
つ
で
あ
り
、
医
療
費
そ
の
も
の

を
返
す
も
の
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

医
療
費
控
除
の
提
出
書
類
が

簡
略
化
さ
れ
て
い
ま
す

　

平
成
29
年
分
の
確
定
申
告
か

ら
、
領
収
書
の
提
出
が
不
要
と
な

り
、領
収
書
提
出
の
代
わ
り
に「
医

療
費
控
除
の
明
細
書
」
の
添
付
が

必
要
と
な
り
ま
し
た
。

　
医
療
費
控
除
の
明
細
書
に
は
治

療
費
を
受
け
た
人
ご
と
、
病
院
・

薬
局
ご
と
に
医
療
費
を
合
計
し
て

記
載
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
ま

た
、
医
療
費
通
知
（
医
療
費
の
お

知
ら
せ
な
ど
）
を
提
出
す
る
こ
と

に
よ
り
、
明
細
の
記
入
を
省
略
す

る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　
た
だ
し
、
医
療
費
の
領
収
書
は

自
宅
で
５
年
間
保
存
す
る
必
要
が

あ
り
ま
す
。
税
務
署
か
ら
提
出
を

求
め
ら
れ
た
と
き
は
、
提
示
ま
た

は
提
出
し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ

ん
。

　
健
康
の
保
持
増
進
と
疾
病
の
予

防
と
し
て
一
定
の
取
り
組
み
を

行
っ
て
い
る
人
が
、
平
成
30
年
中

に
自
己
ま
た
は
生
計
を
一
に
す
る

親
族
の
た
め
に
１
万
２
千
円
以
上

の
対
象
医
薬
品
を
購
入
し
た
場
合

に
は
、
セ
ル
フ
メ
デ
ィ
ケ
ー
シ
ョ

ン
税
制
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
ま

す
。た

だ
し
、﹁
通
常
の
医
療
費
控

除
﹂と﹁
セ
ル
フ
メ
デ
ィ
ケ
ー
シ
ョ

ン
税
制
﹂
は
選
択
適
用
の
た
め
重

複
し
て
適
用
す
る
こ
と
は
で
き
ま

せ
ん
。

配
偶
者
控
除
と

配
偶
者
特
別
控
除
が

改
正
さ
れ
ま
し
た

　

平
成
30
年
分
の
確
定
申
告
か

ら
、
配
偶
者
控
除
と
配
偶
者
特
別

控
除
の
要
件
が
次
の
と
お
り
変
更
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洞爺湖温泉支所申告相談日

確定申告の相談と
申告書の相談

　役場税務財政課窓口で受付と相談
を行います。

■日　時　３月１日（金）
　　　　　午前の部　10 時～12 時
　　　　　午後の部　14 時～16 時
■場　所　洞爺湖温泉支所会議室

２月 日

15３月 日

～（月）

（金）
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還
付
申
告
の
受
付
が

始
ま
り
ま
す

平
成
30
年
分
の
還
付
申
告
の
受

付
が
始
ま
り
ま
す
。

　
町
で
は
、
１
月
31
日
か
ら
役
場

税
務
財
政
課
窓
口
で
随
時
受
付
を

開
始
し
ま
す
。

　
ま
た
、
申
告
書
は
国
税
庁
ホ
ー

と
な
り
ま
し
た
。

①
控
除
を
受
け
る
納
税
者
本
人
の

そ
の
年
に
お
け
る
合
計
所
得
金
額

が
1
0
0
0
万
円
以
下
で
あ
る

こ
と
。

②
配
偶
者
特
別
控
除
の
対
象
と
な

る
配
偶
者
の
合
計
所
得
金
額
が

38
万
円
超
1
2
3
万
円
以
下
で

あ
る
こ
と
。（
改
正
前
は
、
38
万

円
超
76
万
円
以
下
）

※
①
、
②
の
ほ
か
の
要
件
に
つ
い

て
は
、
変
更
あ
り
ま
せ
ん
。

控除を受ける納税者本人の
合計所得金額

控除額

一般控除対象配偶者 老人控除対象
配偶者

900 万円以下 38 万円 48 万円

900 万円超 950 万円以下 26 万円 32 万円

950 万円超 1000 万円以下 13 万円 16 万円

■配偶者控除の控除額

■配偶者特別控除の控除額

控除を受ける納税者
本人の合計所得金額

900 万円以下 900 万円超
950 万円以下

950 万円超
1000 万円以下

配
偶
者
の
合
計
所
得
金
額

38 万円超 85 万円以下 38 万円 26 万円 13 万円

85 万円超 90 万円以下 36 万円 24 万円 12 万円

90 万円超 95 万円以下 31 万円 21 万円 11 万円

95 万円超 100 万円以下 26 万円 18 万円 ９万円

100 万円超 105 万円以下 21 万円 14 万円 ７万円

105 万円超 110 万円以下 16 万円 11 万円 ６万円

110 万円超 115 万円以下 11 万円 ８万円 ４万円

115 万円超 120 万円以下 ６万円 ４万円 ２万円

120 万円超 123 万円以下 ３万円 ２万円 １万円

ム
ペ
ー
ジ
の
「
確
定
申
告
書
等
作

成
コ
ー
ナ
ー
」
で
も
簡
単
に
作
成

す
る
こ
と
が
で
き
、
作
成
し
た
申

告
書
は
、
送
付
ま
た
は
電
子
申
告

（
e－

T
a
x
）
に
よ
り
提
出

で
き
ま
す
。　
　

　
詳
し
く
は
、
室
蘭
税
務
署
（
☎

0
1
4
3－

22－

4
1
5
1
）

へ
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

固定資産税は、１月１日現
在の所有者に課税されます。
　未登記の家屋を取壊した人
で、まだ家屋の滅失届をされ
ていない人は、１月 31 日（木 ）
までに税務財政課へ家屋滅失
届を提出してください。
　なお、登記されている家屋
については、札幌法務局室蘭
支局へ建物滅失登記申請書を
提出し、滅失の手続きを行っ
てください。

家を取壊した人は
家屋の滅失届を

１月 31 日（木）まで

てください。

　償却資産とは、土地や家屋以外の
事業用の資産（構築物、機械、器具、
備品など）のことで、所得税法、法
人税法で減価償却費として必要経費
または損金に算入されるものです。
　償却資産の申告をするときには、
法人事業所は固定資産台帳や法人申
告書を、個人事業者は所得税確定申
告書の減価償却明細書や固定資産の
管理帳簿などをもとに行ってくださ
い。

確定申告書の減価償却明細書に、控
除される経費として事業用資産の申告
がなされていても、償却資産申告書に
は、その資産の記載が漏れていると
いったことのないよう、必ず確認のう
え適正な申告をお願いします。

償却資産の申告を
忘れていませんか？

１月 31 日（木）まで
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あなたは確定申告が必要？不要？
カンタンチェック！

スタート 平成 31 年１月１日現在、
洞爺湖町に住んでいた

洞爺湖町への申告は必要ありません
１月 1 日にお住いの市町村に確認
してください

いいえ

はい

平成 30 年１月～ 12 月の収入状況

主に公的年金収入

主に給与収入

公的年金収入のみで、その額が 148 万円（65 歳未満は
98 万円）以下である

年金収入が 400 万円以下で、その他の所得が 20 万円以下
である

公的年金収入のみで、その額が 148 万円（65 歳未満は
98 万円）を超えていて、所得控除（扶養、障害、寡婦（寡
夫）、社会保険、生命保険、医療費など）を追加する

年金所得以外の所得が 20 万円を超える

１カ所からの給与収入のみで、年末調整時の内容に変更がない

給与所得以外の所得が 20 万円以下である

次のいずれかに当てはまる場合
・年末調整の内容に変更がある
・医療費またはセルフメディケーション税制の控除を受ける
・新規に住宅借入金など特別控除を受ける
・２カ所以上から給与の支払いを受けた
・年末調整が済んでいない
・給与収入が 2 千万円を超える
・給与所得以外の所得が 20 万円を超える

事業所得【白色】
（農業、漁業、営業など）
不動産所得
雑所得
一時所得など
総合課税による申告

収入なし（公的年金もなし）
非課税収入のみ（遺族年金、障害年金、失業給付金など）

事業所得【青色】（農業、漁業、営業など）
譲渡所得（土地・建物）
先物取引の雑所得
株式等の譲渡所得
上場株式等の配当所得
山林所得等の申告分離課税による申告

確定申告
（住民税申告）

確定申告
（住民税申告）

申 告 不 要

申 告 不 要

確 定 申 告

所得金額（収入－経費）より所得控除額が多い

所得金額（収入－経費）より所得控除額が少ない

住民税申告

税務署で
確定申告

確 定 申 告

住民税申告
（※１）

※１税証明書や国民健康保険税の算定などで申告が必要となります。
　　申告する人の収入状況や控除内容によって、上記のとおりにならない場合もありますのであくまで目安としてください。


